
（１）事業所の種類等

代表者氏名

所在地

大阪府指定　２７７５６０１５４居宅介護支援

大阪府指定　２７７５６００８９

大阪府指定　２７７５６００９７

通所介護・介護予防通所介護

短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護

〈事業の目的〉

当法人では、次の事業を併設して実施しています。

　個別ケアプランに基づき、可能な限り、居宅における生活への復帰を念頭において、入浴、排
泄、食事等の介助、相談及び援助、社会生活上の便宜の供与、その他の日常生活上の世話、機
能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ自立した
日常生活を営むことができるようにすることを目的とする。

　　ＴＥＬ　　０７２－４８３－２０２２　　ＦＡＸ　０７２－４８３－１９９６

②当施設は、介護保険法の基本理念に基づき、利用者の個別ケアに徹して生活の質の確保及び
向上を重視し、健康管理、日常生活動作の維持・回復の援助に努めると共に、明るく和やかな雰
囲気のなかで、安心して暮らしていただけるようサービスの研鑽に努めます。

③事業の実施にあたっては、地域との結びつきを重視し、関係市町村保険者、居宅介護支援事
業者、地域包括支援センター、他の居宅サービス事業者、その他の保健・医療・福祉サービス事
業者などとの連携を密にし、協力と理解のもとに総合的なサービスの提供に努めます。

④緊急の事態にも柔軟的に対応できる体制を整備します。

　　担当者　坂田欽弥　・　　松下陽平　・　佐野博美　・　橋口円

（２）併設事業

事業所所在地 　　　大阪府泉南市信達金熊寺５３０番地の１

〈運営方針〉
①介護老人福祉施設として、利用者の状態に応じたケアプランに基づき良質なサービスを提供
し、快適な日常生活が送られるように努めます。

連絡先
担当者氏名

（３）事業の目的及び運営方針

介護老人福祉施設　重要事項説明書

特別養護老人ホーム　せんわ

１．施設経営法人
事業者名称 　　　社会福祉法人せんわ

管理者氏名

　　　理事長　　道脇　浩司

　　　大阪府泉南市信達金熊寺５３０番地の１

　　　特別養護老人ホーム　せんわ事業所名

２．事業所の概要

介護保険
指定事業者番号

　　　道脇　基公

　　　介護老人福祉施設
（大阪府指定　　２７７５６００２２０）
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介
護
・
看
護
職
員

基本的には週２回入浴していただけます。ただし、状態に応じ、特殊浴または清拭となる場合が
あります。

④介護

3名

1名
1名

17名

管理栄養士が栄養ケア計画を立案し、利用者の栄養並びに身体の状況および嗜好に配慮した
食事を提供します。

③入浴

⑤機能訓練

⑥生活相談

22名

利用者の日常生活の援助1名

利用者の日常生活の援助

利用者の日常生活の援助

４．職員の配置状況

静　養　室
医　務　室

１室
１室

浴　　室

居室
１室
１室

６０名（１０名）

娯　楽　室
相　談　室

１室　２床

談話コーナー

２室（１室３０．８２㎡）
１８室（１室２０．１０㎡）

一般浴槽と特殊浴槽がありま
す。　　　　　（天然温泉）

定員

個　　室
２人部屋 食　　堂

機能訓練室

１室
１室

１２室（１室４８．８４㎡）４人部屋

３．居室及び設備の概要
　当施設では以下の居室・設備をご用意しています。個室など希望がある場合にはその旨を申し
出てください。（但し、利用者の心身の状況や居室の空き状況により希望に沿えない場合もありま
す。）

業務内容基準配置職種
施設の全般的な管理

3名
6名

1名

ヘルパー2級
ヘルパー1級

15名

生活上の相談援助

ケアプランの作成等
金銭管理、会計等

1名

①施設サービス計画の立案

健康の維持管理・指導

准看護師

利用者の栄養管理管理栄養士　・栄養士
機能訓練指導員

　基本的には定員４名の居室になります。

健康の維持管理
健康の維持管理

1名
1名

②食事

社会福祉主事
その他

　サービス計画に沿って下記の介護を行います。

管　理　者

機能訓練に関する指導等

　居室は　　　　　　　　号室です。

実配置
1名

　利用者個別のサービス計画（ケアプラン）によりサービスを行います。

利用者の日常生活の援助

介護支援専門員

1名
生活相談員

1名
1名
1名

事　務　員
看護師

1名

1名

医　　　師

５．サービス内容

生活相談員が日常生活に関する相談をお受けします。

機能訓練指導員が機能訓練計画書を立案し、日常生活を送るために必要な機能の回復又は
その減退を防止するための訓練を実施します。

着替え、食事等の介助、オムツ交換、排泄介助、体位変換、シーツ交換、施設内の移動・移乗
の付き添い、入浴介助･･･等

　朝食　　８：００～　　　　　昼食　　１２：００～　　　　　夕食　　１８：００～

介護福祉士

1名
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（１）基本料金
介護福祉施設サービス費（日額）

　下記の料金表によって、利用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付費額
を除いた金額（自己負担金）と居室と食事に係る自己負担額の合計金額をお支払い下さい。
（サービス利用料金は、利用者の要介護度によって異なります。）

¥605

毎月　第2木曜日　理美容を実施しております。予約が必要ですのでご希望の方はご連絡下さい。

⑪所持品の保管
居室のスペースに置くことのできない所持品を保管室にて預かります。ただし、預けることのでき
る所持品の種類や体積に制限があります。詳しくは担当者にお問い合わせ下さい。

６．利用料金

　・清潔で快適な生活が送られるよう、適切な整容が行われるよう援助します。

⑩管理費

　・サービス計画に基づき、日常生活上で自立した動作については利用中も継続して行ってもら

　・寝たきり防止のため、できる限り離床してもらえるよう配慮します。

⑦健康管理

　・生活のリズムを考え、朝夕の着替えを行うように配慮します。

⑫レクリエーション・行事

利用者の希望によりレクリエーションに参加することができます。また、年間の行事にも参加いた
だくことが出来ます。行事によっては別途費用がかかる場合がございます。

利用者の希望により、貴重品の管理及び日常生活に係る諸費用に関する支払代行を申し込む
ことができます。

⑬その他自立への支援

毎週月曜日13：30～ 、毎週木曜日13：30～ 施設内診療所にて医師による診察や健康相談を
受けることができます。（医療費自己負担がかかります。）

⑧理美容サービス

⑨行政手続代行
行政手続の代行を施設にて受付けます。ご希望の際は職員にお申出下さい。ただし、手続きに
係る経費はその都度お支払いいただきます。

要介護3

¥8,945

¥2,031

¥8,236

要介護度

¥6,767

要介護4要介護1

　　います。

¥824

要介護5

¥7,517

自己負担額
（1割負担）

自己負担額
（３割負担）

要介護2

¥895¥752¥677

サービス利用料金 ¥6,049

¥1,810

自己負担額
（２割負担）

¥1,210 ¥1,504 ¥1,789¥1,354 ¥1,648

¥2,471¥2,256 ¥2,684

※（端数処理の関係で利用日数により若干の差が生じますので目安金額です）
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各加算の概略については以下の表の通りです。

初期加算

外泊・入院時費用

安全対策体制加算

日常生活継続支援加算

科学的介護連携加算Ⅱ

個別機能訓練加算Ⅰ

個別機能訓練加算Ⅱ

ＡＤＬ維持等加算

褥瘡マネジメント加算

入所者が入院や外泊をされた場合、6日を限度として算定いたします。

事故の発生・再発を防止するための措置を適切に実施するために施設内に担当者と安全部門を設置
し組織的に安全対策を実施する体制を整備している場合、入所日に算定いたします

介護福祉士を所定の基準以上配置し、日常生活に支障をきたす恐れのある認知症や身体状況の入
所者が一定割合を超えている場合に算定いたします。

入所者ごとのADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況やその他心身の状況に応じて施設サービ
ス計画の見直しや疾病の情報を適切なサービスの提供を行う場合に算定いたします

機能訓練指導員を配置し、個別の機能訓練計画に基づいて計画的にリハビリを行う体制を整備して
いる場合に算定いたします。

個別機能訓練加算Ⅰの取り組みに加え、利用者に応じた個別機能訓練計画を作成しそれに基づい
た個別機能訓練の実施、評価結果を踏まえた計画の見直しやその管理を行う

¥1,397

¥2,095

¥13,145

¥1,315

¥2,629

¥3,944

¥739

¥74

¥6,983

¥699

¥148

¥222

¥1,478

¥148

¥296

¥444

¥19

¥37

¥19

看取り介護加算
1

看取り介護加算
2

看取り介護加算
3

看取り介護加算
4

\93/月 \411/月

\185/月

\278/月

¥287

¥29

¥58

¥187

　\822/月

　\1,233/月

口腔衛生管理体
制加算Ⅰ

経口移行加算 経口維持加算Ⅰ 療養食加算

\924/月 \4,108/月 ¥184

\2,875/月

　\288/月

\41/月

\62/月

\30/月

\3/月

\6/月

\9/月

入所された後、または30日以上入院され退院された後、施設で過ごされた場合、30日間を限度として
算定いたします。

\42/月 ¥74 \62/月

¥758 \62/月 ¥111 \93/月

¥506

褥瘡マネジメン
ト加算

自己負担額(3割）

夜勤職員配置加算

Ⅰ2

サービス利用料金 \513/月 ¥41

自己負担額(1割）

自己負担額(3割） ¥370

サービスの内容
科学的介護推進
体制加算Ⅱ

看護体制加算
Ⅰ2

自己負担額(2割） \103/月 ¥9

サービス利用料金 ¥1,232

自己負担額(1割） ¥124

自己負担額(2割） ¥247

自己負担額(2割） ¥23

自己負担額(3割） ¥34

サービスの内容
若年性認知症
受入体制

サービスの内容
栄養マネジメン
ト強化加算

サービス利用料金 ¥112

自己負担額(1割） ¥12

サービス利用料金

自己負担額(1割）

自己負担額(2割）

自己負担額(2割） ¥25

¥13

個別機能訓練加
算Ⅱ

\205/月

\21/月

サービスの内容
個別機能訓練加

算Ⅰ

サービス利用料金 ¥123

¥37

安全対策体制
加算

\308/月

¥31 ¥253 \21/月

自己負担額(1割）

自己負担額(3割）

初期加算
外泊・入院時費

用

②要介護度に係わらず、上記以外に加算される入所者負担（日額）

サービスの内容

\513/月

¥14¥5

入所者全員について評価対象期間の初月と、その翌月から起算して6月目のADLを評価し、その値を
測定した場合に算定いたします

入所者ごとに褥瘡の発生と関連のあるリスクについて入所時に評価し、3月に1回評価を行ない多職種
が共同しケア計画を作成し褥瘡管理を行なう場合に算定いたします

¥133

自己負担額(3割）

¥308

¥62

¥93

¥369

¥37

¥27

\206/月¥2,526

日常生活
継続支援加算Ⅰ

ＡＤＬ維持加算

\21/月

\31/月

　\575/月

¥40

排せつ支援加算
（Ⅰ）

自立支援促進加
算

\102/月

\11/月

\52/月

¥13

\52/月

\154/月

　\103/月

\31/月

　\863/月

　\154/月

協力医療機関
連携加算
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排せつ支援加算

自立支援促進加算

経口移行加算

経口維持加算Ⅰ

療養食加算

若年性認知症受入体制 65歳未満の認知症入所者を受け入れた場合に算定いたします。

看取り介護加算

看護体制加算Ⅰ

夜勤職員配置加算Ⅰ

②居住費の入院・外泊時の取り扱いについて

１ヶ月の所定単位数に17.6%を乗じた単位数を算定いたします。介護職員等処遇改善加算Ⅰロ

医師が回復の見込みが無いと診断した入所者に対して看取り介護を行った場合、看取り介護加算Ⅰ
（死亡日以前31日～45日）、看取り介護加算Ⅱ（死亡日以前の4日～30日）、看取り介護加算Ⅲ（死亡
日前2日・3日）、看取り介護加算Ⅳ（死亡日）を算定いたします。

入所者ごとに要介護状態の軽減の見込みについて医師が入所時に評価し6月に1回以上評価を行な
い支援計画を作成し支援を継続して実施した場合に算定いたします

夜勤介護職員と看護職員を所定の基準以上に配置している場合に算定いたします。

経口移行計画に従い、医師の指示を受けた管理栄養士（栄養士）による栄養管理及び言語聴覚士又
は看護職員による支援が行われた場合に算定いたします。

摂食障害や誤嚥を有する入所者に対して、医師又は歯科医師の指示に基づき多職種が共同して入
所者ごとに経口維持計画を作成し管理栄養士等が栄養管理を行った場合に算定いたします。

入所者の病状等に応じた医師の処方箋に基づく療養食を提供した場合に算定いたします。

医師が入所者ごとに自立支援に係る医学的評価を行ない6月に1回以上見直しを行い、他の職種が
共同して支援計画を策定しケアを指導した場合、月1回を限度として算定いたします

低栄養状態またはそのおそれのある入所者に対して管理栄養士とその他の職種が共同して栄養ケア
計画に従い、心身の状況および嗜好を踏まえた食事の調整を行なう場合に算定いたします

歯科医師や歯科衛生士の技術的な指導・助言を受けて日常的な口腔ケアなど実施にあたる体制を整
備している場合、月1回を限度として算定いたします。

　　カラー（シャンプー、ブロー込み）　　３，３００円

¥390
課税年金収入額と合計所得
金額の合計が80万円以下
の方

世帯の全員が市町民税を課
税されていない方で上記2
段階以外の方

第３段階② ¥980

¥1,600

¥880

¥530

③日用品費　　　　　　　　　　　　　要した費用の実費

¥1,420

⑤電気使用料　　　　　　　　　　（テレビ使用等）　１日当たり　３０円（消費税込）

世
帯
全
員
が
住
民
税
非
課
税

上記以外の方

⑥理美容費（消費税込）

　　カット＆ブロー　　　　　　　　　　　　　　１，８００円

¥480 ¥430

¥0

（２）その他の費用

¥380

個室

¥430

　入院又は外泊中は居住費を徴収することができるものとします。ただし、入院又は外泊
中のベッドを短期入所生活介護に利用する場合は、当該入所者から居住費を徴収せず、短
期入所生活介護利用者または介護予防短期入所生活介護利用者より短期入所の滞在費を徴
収いたします。

¥680第３段階①

第４段階 ¥1,000

多床室

⑧通院等に要した交通費等

④預り金管理費　　　　　　　　　　　1ヶ月あたり　　　３，０００円
（預貯金通帳・有価証券・印鑑・年金証書・保険証類等の管理も含む）

通院等に要した交通費等（駐車場料金、有料道路使用料金、夜間救急対応後の職員のタクシー利用料金等）

⑦行政手続代行費　　　　　　　　　要した費用の実費

¥1,700

食費

¥300

世帯の全員が市町民税を課
税されていない方で上記2
段階以外の方

居住費

世帯全員が住民税非課税 第１段階

第２段階

栄養マネジメント強化加算

口腔衛生管理体制加算

①食費と居住費

負担区分

看護師を所定の基準以上配置している場合に算定いたします。
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月額　２４，６００円
月額　１５，０００円

月額　４４，４００円

⑨その他

　・１世帯に市町村民税の課税対象者がいない場合
　・生活保護受給者、老齢福祉年金受給者

（４）基本料金の減免措置

介護保険法令等関係法令の改正があった場合や経済状況の著しい変化その他やむを得ない事
由がある場合、事業者は、利用者に対してサービス利用料金を相当な額に変更することができま
す。その場合に変更の内容と変更の事由について、当事業所より変更を行う１ヶ月前までにご説
明いたします。

（３）利用料金の変更

（１）来訪・面会
・面会時間　　１4：００～１5：00まで

外出、外泊の際には必ず行き先と帰宅時間を外出・外泊届に記入し、職員に提出してください。
（３日前までに連絡してください。）

（４）施設・設備の利用

１割の自己負担額は、所得に応じて上限が決まっており、これを上回る分は、介護保険から「高
額介護サービス費」として支給されます。

当施設の利用者や職員に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活動を行うこと
はできません。

　・現役並み所得者に相当する方がいる世帯の方

すべての持ち物には、名前を記入してください。

（５）支払方法

騒音等他の利用者の迷惑になる行為はご遠慮願います。また、むやみに他の利用者の居室等
に立ち入らないようにしてください。

７．施設利用にあたっての留意事項

レクリエーション費用、買物サービスの費用、喫茶、売店、複写物等は要した費用の実費の自己
負担になります。

　お支払い方法は、銀行振込、現金集金、口座自動引き落としの中から契約の際に選ぶことができます。

（５）喫煙・飲酒

（７）所持品の管理

　　引率職員の指示にしたがって、行動してください。医療機関によっては時間の掛かる場合が
    あります。

（６）迷惑行為等

（９）宗教活動、政治活動等

　毎月１０日までに前月分の請求をいたしますので、その月の２５日までにお支払い下さい。お支
払いいただきますと、領収書を発行します。

施設内の居室や設備、器具は本来の用途にしたがってご利用下さい。これに反したご利用者に
より破損等が生じた場合、賠償していただくことがございます。

来訪者は、面会時間を遵守し、その都度面会票を記入し、職員に届出てください。来訪者が宿
泊される場合は必ず許可を得てください。

（２）外出・外泊

＊市町村に領収書を提出すれば、後から費用が戻ってきます。

（３）嘱託医師以外の医療機関への受診

（８）現金の管理
施設内では、手持ち現金は２万円までとします。

　　喫煙は決められた場所以外ではお断りいたします。飲酒は申し出により可能ですが、制限があ
　　ります。

　当施設のご利用にあたって、施設に入所されている利用者の共同生活の場としての快適性、
安全性を確保するため、以下の事項をお守り下さい。
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①
②

③
④

①

②

③

利用者のサービス利用料金の支払いが正当な理由なく６ヶ月以上滞納し、料金を支払うよ
う催促をしたにもかかわらず１４日以内に支払われない場合

利用者が他の介護保険施設に入所した場合

刃物などの危険物、ペット、騒音、異臭など共同生活上問題となるもの。また、大きな家具及び
所持品の数量にも制限があります。

（２）利用者が希望する場合は、要介護認定の申請を代わって行います。

１０．要介護認定の申請に係る援助
（１）利用者が要介護認定の更新申請（区分変更申請）を円滑に行えるよう援助いたします。

　施設サービスの提供に関する記録を作成することとし、これをサービスご利用日から５年間は保
管いたします。

（３）利用者が要介護認定の更新で、非該当（自立）または要支援１、要支援２、特例入所の要件
に該当しない要介護1、要介護2と認定された場合、所定の期間の経過をもってこの契約は終了い
たします。

（３）金品の引渡しについて
（１）（２）等の事由で退所される場合は、所持・預かり金品のすべてを原則として利用者あるい
は契約上の代理人にご返却いたします。

②　利用者が死亡された場合
③　やむを得ない事情により施設を閉鎖する場合

９．契約の終了事由

１１．サービス提供の記録の保存

（１）利用者のご都合で退所される場合

（１０）持ち込みの制限
　　入所にあたり、以下のものは原則として持ち込むことができません。

（４）次の事由に該当した場合は、この契約はその翌日から自動的に終了いたします。

やむを得ない事情により施設を閉鎖する場合

当施設に対して文書で通知することによって、退所することができます。ただし、退所先及び身
元引受人の確認をさせていただきます。

なお、利用者の死亡などの退所時に必要な役所への届出は、代理人または相続人に行って
いただく必要があります。

（２）自動終了

利用者が入院し、明らかに３ヶ月以内に退院できる見込みがない場合、または、入院後
３ヶ月経過しても退院できないことが明らかになった場合

利用者が当施設やサービス従業者または他の利用者に対して、この契約を継続しがたい
ほどの背信行為を行い、その状況の改善が認められない場合

介護保険給付で、サービスを受けていた利用者の要介護認定区分が、「非該当」「要支援１」
「要支援２」と認定された場合。平成27年4月以降入所し、要介護認定が1又は2と判定され、
特例入所の要件に該当しない場合。

（１）利用者は当施設に対して文書で通知することにより、退所することができます。

＊この場合、所定の期間の経過をもって退所していただくことになります。
利用者が、お亡くなりになった場合

（２）当施設は、次の事由に当てはまる場合、利用者に対して文書で通知することにより、この契約
を解約することができます。

①　利用者が他の介護保険施設に入所された場合

　以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。

８．施設退所の手続き
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・

・

・

・

・
・
・
・ 介護相談員の積極的な受け入れを行います。

・

・

・

・
・ 当施設では、褥瘡発生を防止するための体制を整備します。

・

・

・

サービス提供にあたり、利用者または他の利用者の生命または身体を保護するためやむを得
ない場合を除き、身体拘束を行いません。

１５．虐待防止
　虐待の防止について、施設は入所者の人権・虐待の防止等のために、次にかかげるとおり必要
な措置を講じます。

成年後見制度の利用を支援します。

　契約の終了により利用者が退所する際には、利用者および家族等の希望、利用者が退所後
に生活されることとなる環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な援助を行います。

１３．秘密保持の厳守
　施設およびすべての職員は、サービス提供をする上で知り得た利用者及び家族等に関する
秘密を、正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は、雇用契約終了後も同様とい
たします。

虐待等に関する苦情受け付け体制を整備しています。

当施設で作成し保存している利用者の個人情報、記録については、利用者及び家族はいつ
でも閲覧できます。また、実費にて複写することもできます。

１２．退所時の援助

当施設は、緊急やむを得ず行う身体拘束について、実施状況の記録を整備し、その廃止に
向けて対策を検討する委員会を随時開催するなど、身体拘束廃止の取り組みをします。

当施設は、対策を検討する委員会を月に一回程度、定期的に開催するとともに、その結果に
ついて介護職員その他の従業者に周知徹底をはかります。また、施設介護職員その他の従
業者に対して感染症または食中毒の予防及び蔓延の防止のための研修を定期的に開催しま
す。

１７．褥瘡防止と対策
当施設では、利用者に褥瘡が発生しないよう適切な介護サービスに努めます。

以上のほか、別に厚生労働大臣が定める感染症または食中毒が疑われる際の対処等に関す
る手順に沿った対応を行ないます。

当施設は、施設における感染症または食中毒の予防及び蔓延の防止のための指針を整備し
ます。

緊急やむを得ず身体拘束を実施する場合は、その事由を利用者及び家族等に【緊急やむを
得ない身体拘束に関する説明書】をもって説明し、同意を得ます。

１４．個人情報の保護
当施設では、自らが作成または取得し、保存している利用者等の個人情報について、個人情
報の保護に関する法律その他関連法規及び、施設の諸規則に則り、適正な取り扱いを行いま
す。

当施設は、法令規則により公的機関あて報告が義務付けられているもの、及び緊急の場合の
医療機関等への利用者の心身等に関する情報提供、その他利用者が『個人情報の使用に係
る同意書』にて予め同意しているもの以外に、利用者または家族等の同意なく第三者に個人
情報の提供を行いません。

１６．身体拘束の廃止

１８．感染予防対策

虐待防止に関する責任者　（身体拘束廃止および虐待防止委員・委員長）佐野　博美
虐待に関する責任者を選定しています。

従業者に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施しています。
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・

・

・ 当施設は、事故発生の防止のための委員会及び介護職員その他の従業者に対する研修を
定期的に行います。

当施設は、事故が発生した場合の対応、次に規定する報告の方法等が記載された事故発生
の防止のための指針を整備します。

当施設は、事故が発生した時またはそれにいたる危険性がある事態が生じた時に、当該事実
が報告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備します。

２０．事故発生時の対応について

１９．介護事故発生の防止

　利用者の容態の急変や事故等があった場合は、医師に連絡する等必要な措置を講ずるほか、
家族等に速やかに連絡いたします。

別途定める「特別養護老人ホームせんわ　消防計画」に則り対応を行います。

２２．非常災害対策

氏　　　名

２１．緊急時の対応方法について

個数等

別途定める「特別養護老人ホームせんわ　消防計画」にのっとり、年2回夜間及び昼間
を想定した避難訓練を利用者も参加して実施します。

スプリンクラー あり 防火扉・シャッター ６箇所
設備名称 個数等 設備名称

あり
４６箇所

消防計画等

自動火災報知器
あり

ガス漏れ報知器 あり 非常用電源

あり非常通報装置防災設備
非常階段

消防署への届出年月日　：　令和5年3月3日
防火管理者　：　松下陽平

あり
漏電火災報知器

②

３箇所

①

屋内消火栓 １１箇所

緊急連絡先

住　　　所

電話番号

誘導灯

カーテン、布団等は防煙性能のあるものを使用しております。

非常時の対応

平常時の
訓練等

　当施設のサービス提供により事故が発生した場合には、速やかに市町村、家族への連絡など必
要な措置を講じるとともに、事故の状況及び事故に関して採った措置を記録します。併せて事故
発生の原因・再発防止の検討を行います。
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３．第三者委員 （１）井上美千代【ＴＥＬ　０７２－４８２－４５００】
（２）石神　節子【ＴＥＬ　０７２－４８３－４０１７】

診療科目

内科・循環器内科・呼吸器内科・外科・消火器外科・肛門外科・眼科・耳鼻咽喉
科・皮膚科・泌尿器科・脳神経外科・整形外科・リウマチ科・リハビリテーション
科・放射線科・麻酔科

０７２－４８４－０００７

住　　所

医療機関名

電話番号

医療機関名

歯科

２３．協力医療機関
医療法人　なぎさ会

住　　所

医療機関名

診療科目

診療科目
堀口歯科医院

　本事業所における苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第三者委員を下記により設置し苦
情解決に努めます。

電話番号

（１）苦情の受付

　苦情受付担当者が受付けた苦情を苦情解決責任者と第三者委員（苦情申出人が第三者委
員への報告を拒否した場合を除く）に報告します。第三者委員は内容を確認し、苦情申出人に
対して報告を受けた旨を通知します。

　苦情解決責任者は、苦情申出人と誠意をもって話し合い、解決に努めます。その際、苦情申
出人は、第三者委員の助言や立会いを求めることができます。なお、第三者委員の立会いによ
る話し合いは次により行います。

・苦情解決の方法

　ウ．話し合いの結果や改善事項等の確認

医療機関名

　イ．第三者委員による解決案の調整、助言

医療法人　晴心会　野上病院

大阪府阪南市箱の浦452番地の3
外科・整形外科・内科・脳神経外科・リハビリテーション科

（３）苦情解決のための話し合い

１．苦情解決責任者　　　道脇　基公（施設長）
２．苦情受付責任者　　　坂田　欽弥（事務長）

診療科目

住　　所

　社会福祉法第８２条の規定により、本事業所では利用者からの苦情に適切に対応する体制を
整えております。

電話番号

　ア．第三者委員による苦情内容の確認

大阪府堺市深井北町３１７６

外科・内科・整形外科・眼科・リハビリテーション科・神経内科・泌尿器科
眼科・歯科・放射線科・麻酔科

電話番号

２４．苦情の受付について

大阪府泉南市樽井1丁目2番5号

住　　所

（２）苦情受付けの報告・確認

０７２－２７７－１４０１

０７２－４８１－３４５６

大阪府泉南市信達大苗代３６５－５
０７２－４８４－０９８７

医療法人　錦秀会　阪和第二泉北病院

　苦情は面接、電話、書面などにより苦情受付担当者が随時受付けます。なお、第三者委員に
直接苦情を申し出ることもできます。

10 



２６．損害賠償について

　ただし、その損害の発生について、利用者に故意又は過失が認められる場合には、利用者の置
かれた心身の状況を斟酌して相当と認められるときに限り、事業者の損害賠償責任を減じる場合
があります。

電話番号

９：００～１７：１５（土日祝は除く）

ＦＡＸ番号

　当施設において、事業者の責任により、利用者に生じた損害については、事業者は速やかにそ
の損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。

【公的団体の窓口】
大阪府国民健康保険

団体連合会

　本事業所で解決できない苦情は、大阪社会福祉協議会に設置された運営適正化委員に申し
出ることができます。

大阪府大阪市中央区常盤町１丁目３番８号
０６－６９４９－５４１８

０７２－４８０－２１３４

【事業所の窓口】
特別養護老人ホームせんわ

苦情相談係

住　所
【市町村の窓口】

泉南市健康福祉部
長寿社会推進課

大阪府泉南市樽井１－１－１

０７２－４８３－１９９６
受付時間

９：００～１７：００（土日祝は除く）受付時間
ＦＡＸ番号

ＦＡＸ番号

【大阪府の窓口】
大阪府健康福祉部

高齢介護室
介護事業課施設指導グループ

住　所
受付時間

電話番号

９：００～１７：３０

住　所 大阪府大阪市中央区大手前２丁目１番２２号
０６－６９４４－７２０３
０６－６９４４－６６７０

０７２－４８３－８２５１
ＦＡＸ番号
受付時間

　　大阪社会福祉協議会　　　ＴＥＬ　　０６－６７６２－９４７３　　　ＦＡＸ　０６－６７６４－５３７４

（４）都道府県「運営適正化委員」の紹介

電話番号

９：００～１７：００（土日祝は除く）

０７２－4８３－２０２２
住　所

電話番号
大阪府泉南市信達金熊寺５３０－１

２５．第三者による評価の実施

第三者による評価の実施状況 １．あ　り

２．な　し

実　施　日
評価機関名称
結果の開示 １．あり　　２．なし
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続　柄　　　　　　　　　　

代理人氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

代理人住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（説明者）

　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

大阪府泉南市信達金熊寺５３０－１

利用者住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

利用者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

指定介護老人福祉施設サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いま
した。

社会福祉法人　せんわ

　私は、本書面に基づいて事業者から介護老人福祉サービスの開始にあたり、重要事項の説明を
受けました。

理事長　道脇　浩司　　　　　　　　　印

指定介護老人福祉施設　　　特別養護老人ホームせんわ

　職名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（事業者）
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